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はじめに
　ナチスが政権を掌握した後、ユダヤ人に対する迫害は厳しさを
増していくのであるが、当然のことながら、ユダヤ人弁護士もそ
の対象外ではなかった。弁護士界におけるユダヤ人の比率はきわ
めて高かったため、ナチスはこの状況を座視してはおられなかっ
たのである。
　1935年に「弁護士業認可法（Gesetz über die Zulassung zur 
Rechtsanwaltschaft）」が制定され、ユダヤ人弁護士から弁護士
職を奪う第一歩が踏みだされたのであるが、その対象外となるユ
ダヤ人弁護士が多かったため、ナチスは目的を完全に果たせずに
いた。この状況を根本的に変えたのが1938年の「帝国市民法に関
する第 5 命令（Fünfte Verordnung zum Reichsbürgergesetz）」
である。当該命令により、ユダヤ人は例外なく弁護士職から排除
されることになった。
　しかしながら、ユダヤ人が係わる訴訟がなくなったわけではな
いため、ユダヤ人を弁護する者が必要になった。ところが、ナチ
スは、ドイツ人弁護士がユダヤ人を弁護することは、アーリア人
の尊厳に関わると考えたため、ユダヤ人に対する法的助言および
法廷での代理を行う特別職が必要となったのである。それが、ユ
ダヤ人法的助言者（Konsulent）である。
　本稿では、ユダヤ人法的助言者が誕生した背景とユダヤ人法的
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助言者に関していかなる規定がなされていたかを明らかにしていく。
第 1章　ドイツにおけるユダヤ人弁護士排除の背景
　ドイツにおける弁護士の状況は、「弁護士法（Rechtsanwalts-
ordnung: RAO、1878年 7 月 1 日制定、1879年10月 1 日施行）」
により、根本的に変化した。当該法律により、帝政ドイツ全土に
おいて弁護士は官吏ではなく自由職となり、地域によって多種多
様であった弁護士職の名称もRechtsanwalt（弁護士）に統一さ
れた 1 。
　特に注目したいのは、当該「弁護士法」が信仰や政治的理由に
よって、弁護士職の認可を拒否する規定を有しておらず、また、
弁護士数の過剰を理由とした認可制限も行っていないことであ
る 2 。この法律が理想としたのは、思想信条において自由であり、
能力さえあれば誰でも就くことができ、官吏の桎梏から解放され
た弁護士であった。
　この「弁護士法」によって最も恩恵を受けたのがユダヤ人であっ
た。ユダヤ人の大半が居住していたプロイセンにおいては、1850
年の「プロイセン憲法」によって、あらゆる宗教信者の同権が憲
法原則として謳われたにもかかわらず 3 、司法行政当局は、多か
れ少なかれ巧妙な方法を用いて、司法キャリアを目指すユダヤ人
を冷遇し、彼らの昇進を阻止することが可能であった。ゆえに、
ユダヤ人にとっては弁護士職の自由化こそが、業績のみによって
成功を収め、すべての社会からの賞賛を獲得することを可能にし
たのである 4 。
　それゆえ、ユダヤ人弁護士は急激に増加した。たとえば、プロ
イセンでは1872年に75人、1880年には146人、1893年には885人、
1904年には1，287人のユダヤ人弁護士が存在し、1872年には全弁
護士数の 3 %にすぎなかったユダヤ人弁護士が、1904年には27%
以上へと激増している。ワイマール共和国時代にもこの割合が続
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き、1933年にはプロイセンにおいて3，300人以上、それ以外の諸
州全体では約1，200人のユダヤ人弁護士が活動していたのである。
ベルリン、フランクフルト・アム・マイン、ブレスラウでは、全
弁護士の約半数がユダヤ人であるという状況になっていた。この
ようにユダヤ人の割合がきわめて高い職種は、弁護士職のみであ
り、それゆえ、弁護士が反ユダヤ主義運動の標的とされることは
避けられないことであった 5 。
　弁護士政策を重視していたナチス政権は、権力掌握の後、組織
的にユダヤ人弁護士を弁護士職から排除し始める。国会議事堂放
火事件（1933年 2 月27日）の際には、多くの弁護士が「保護拘禁
（Schutzhaft）」され、各地の「初期収容所（私設収容所）（wilde 
Konzentrationslager）」に送られたり、突撃隊により殺害された
りした。1933年 4 月 1 日にはドイツ全土においてユダヤ人に対す
るボイコットが行われたが、当然ながらユダヤ人弁護士もその対
象であった。プロイセン司法行政担当国家弁務官ハンス・ケルル
（Hanns Kerrl）は、ボイコット前日の 3 月31日に、 4 月 1 日午
前10時以降は、全住民に対するユダヤ人の割合に比例する数のユ
ダヤ人弁護士のみを法廷に立つことを認めるよう、また今後彼ら
を国選弁護人として選任することを見合わせるよう命じている。
同様の命令をバイエルンの司法を管轄し、国民社会主義ドイツ法
律家同盟（Bund Nationalsozialistischer Deutscher Juristen）の
指導者でもあったハンス・フランク（Hans Frank）も発してい
る 6 。
　これらのユダヤ人弁護士排除を完成するために制定されたの
が、「弁護士業認可法（1933年 4 月 7 日）」である。この法律
は、ユダヤ人・反体制法律家の裁判官、検察官および行政官を
排除するために制定された「職業官吏制度再建法（Gesetz zur 
Wiederherstellung des Berufsbeamtentums） 7 」と同日に公布
され、次のように規定している。
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　「職業官吏制度再建法に定めるところのアーリア人血統を有し
ない弁護士の認可は1933年 9 月30日までにこれを撤回し得るもの
とする（ 1 条 1 項）」「弁護士の認可は、たとえ弁護士法に定める
理由が存在しない場合であれ、アーリア人血統を有しない者につ
いてはこれを行わないことができる（ 2 条）」「共産主義的意図を
もって活動した者は、弁護士認可から排除される。すでに与えら
れた認可は撤回されなければならない（ 3 条）」 8 。
　しかし、「職業官吏制度再建法」についても「弁護士業認可法」
についても、ヒンデンブルク大統領がヒトラーに対し、これらの
法律を非アーリア人官吏・弁護士に対して無条件に適用すること
に懸念を示したことを受けて、「1914年 8 月 1 日以前から官吏ま
たは弁護士であった者」、「（第一次）世界大戦においてドイツま
たはその同盟国のために前線で戦った者」、「（第一次）世界大戦
においてその者の父または息子が戦死した者」を適用除外とする
措置が取られた9 。この措置のため、多くのユダヤ人官吏（裁判官・
検察官）や弁護士が職場から追放されずに残ったのである。
　いまだ多数残存するユダヤ人弁護士を排除するために、ユダヤ
人弁護士に対する様々な経済的・社会的な締め付けが行われた。
例えば、内務省は、1933年 4 月 5 日および 7 日の命令により、各
省庁に対して、「ドイツ血統を有する管財人」のみを任用すべき
であり、「ユダヤ人管財人」への委任を止めるよう命じている。
また、大規模・中規模企業もビジネス政策上の理由から、ユダヤ
人弁護士の代わりに、今後はアーリア系弁護士に依頼することが
得策だと考えた。さらに、ボイコットはユダヤ人弁護士とパート
ナーを組むアーリア系弁護士にも及んだ。彼らはユダヤ人弁護士
とパートナー関係を結んでいるという理由だけで、国などからの
依頼を失ったのである。
　多くの依頼人は、当時世間を覆っていた政治的な雰囲気や法
廷で不利益を被るのではないかという恐れから、ドイツ人弁護
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士を選んだ。ゆえに、ユダヤ人弁護士の仕事数および収入は激
減していった10。ハンブルクではユダヤ人弁護士の収入が、1932
年と比べて1933年と1934年にはおおよそ 1 / 3 減少し、1935年お
よび1936年には1932年比で 1 / 2 から 1 / 5 にまでになってしまっ
た11。
　また、ドイツ人弁護士ならば懲戒を受けないような些細な理由
により、ユダヤ人弁護士を懲戒裁判にかけて辞めさせるという手
段が取られることもあった。例えば、1935年にはあるユダヤ人弁
護士が懲戒裁判で有罪判決を受けて弁護士職から排除されたが、
それは、その者が廷吏に対して、詳細は不明であるが「国家敵対
的」な発言をしたからであった12。
　1936年にはベルリンオリンピックが開催されたため、外国の目
を気にしてユダヤ人に対する迫害は一時緩やかになったが、1937
年末にナチス政権は再び、ユダヤ人弁護士問題の最終的解決の準
備を開始する。なぜなら、迫害にもかかわらず、いまだ数多くの
ユダヤ人弁護士が存在していたからである。
　ナチス時代の教授かつ弁護士・公証人であったエルヴィン・ノアッ
ク（Erwin Noack）は次のように述べている。1933年にはドイツ
における弁護士総数約19，200人の内、4，500人がユダヤ人であっ
た。すなわち、全弁護士の 4 分の 1 がユダヤ人であった。ユダヤ
人弁護士排除を目的とした「弁護士業認可法」により、1933年の
終わりまでに1，500人の非アーリア人弁護士が排除されたが、い
まだ2，900人のユダヤ人が弁護士職に残っている。そして、1938
年 1 月 1 日の段階でさえなお、全弁護士数17，360人の内、1753人
がユダヤ人である。現在のドイツ弁護士職の10%がユダヤ人なの
である13。
　残存するユダヤ人弁護士を完全に排除するために制定されたの
が、1938年 9 月27日の「帝国市民法に関する第 5 命令14」である。
その 1 条は、「ユダヤ人は、弁護士職に就くことはできない。い
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まだ弁護士職に就いているユダヤ人は以下の規定に則り、弁護士
職から排除される」と規定している。この命令により、残りのユ
ダヤ人弁護士の認可も1938年11月30日をもって撤回されることに
なり、弁護士職からのユダヤ人除去が完成した。1938年11月 9 日
/10日の夜に起こった迫害（水晶の夜）もユダヤ人弁護士に追い
打ちをかけた15。
　このようにしてユダヤ人弁護士の排除は完成したのであるが、
問題が一つ残っていた。それは、ユダヤ人に対する法廷における
弁護や法的助言を誰が行うかである。そのために設けられたのが
「ユダヤ人法的助言者（Konsulent）」という準弁護士職である。
第 2章　ユダヤ人法的助言者（Konsulent）
　ユダヤ人法的助言者に関する規定は、残存するユダヤ人弁護士
を完全排除した「帝国市民法に関する第 5 命令」に置かれている。
当該命令の 8 条は、次のように謳っている。
　 8 条： 司法行政機関は、ユダヤ人法的助言者にユダヤ人に対す
る法的助言および代理をなすことを許可する16。
　
　実は、この命令を制定するにあたり、ユダヤ人弁護士を排除し
た後に、誰がユダヤ人の法廷代理人となり、法的助言をするかに
ついての議論が存在した。
　これらの任務をドイツ人弁護士のみに任せる考えや、官吏に準
じた身分を付与されたアーリア人代理人を特別に任命すべきであ
るという意見が存在したにもかかわらず、帝国司法省は、ユダヤ
人の代理として、限定した数のユダヤ人法的代理人を立てること
にこだわった。なぜなら、ドイツ人弁護士がユダヤ人の代理をす
ることは、ナチスが出した諸命令と矛盾するからである17。ナチ
スは1935年末期以降、一段と激しく、ユダヤ人の依頼を受けてい
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るアーリア人弁護士を「ユダヤ人の下僕（Judenknecht）」とし
て攻撃するプロパガンダを行っており、急な方向転換は難しかっ
たのである。
　しかし、この方針決定は、党内の先鋭的な反ユダヤ主義者にとっ
ても、経済的困窮に苦しんでいるドイツ人弁護士にとっても、あ
る意味で敗北であった。前者にとっては、ユダヤ人を司法から完
全に除去するという願いが叶えられなかったのであり、後者にとっ
ては、ユダヤ人依頼者からの報酬に与ることができなかったから
である18。
　
　「第 5 命令」の 9 条19は、ユダヤ人法的助言者となり得る条件
について規定している。
　 9 条
　 1 項： ユダヤ人法的助言者は、必要が存在する場合にのみ認可
される。
　 2 項： 認可は撤回することができる。認可されたユダヤ人法的
助言者の代行を認可する場合も期限付となる。
　 3 項： ユダヤ人法的助言者およびその代行は、可能な限り、本
法 1 条により弁護士職から排除されたユダヤ人から採用
されねばならない。（第一次大戦時に）前線で戦った兵
士（Frontkämpfer）は、可能な限り優遇されねばならない。
　このように、ユダヤ人法的助言者の地位は随時撤回可能な不
安定なものであり、認可に当たっては「前線で戦った兵士」が
優遇された。当該命令の詳細を規定している「1938年10月17日
帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件（Allgemeine 
Verfügung des RJM. v. 17.Oktober 1938- Angelegenheiten der 
jüdischen Konsulenten）20」の 1 条 1 項においてはさらに「前線
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で戦い、重傷を負った者は、選考に際して第一に顧慮される」と
述べて、前線の兵士の中でも重傷を負った者を優遇すべきとして
いる。
　ユダヤ人法的助言者職への申請者は、将来希望する営業地を管
轄する上級地方裁判所長官に申請書を提出するものとされた21。
申請書は 2 通必要で、a）申請者の氏名、ユダヤ人登録書の登録地・
登録番号、住所　b）将来希望する営業地の名称　c）申請者の家族・
財産状況および申請者の政治的態度、とりわけ、その者が共産主
義的、マルクス主義的、分離主義的、フリーメイソン的な活動を
していたか否かに関する完全なる説明　d）申請者が帝国市民法
第 5 命令 6 条の意味における「前線で戦った兵士」として判断で
きるか否か、戦争で負傷したか否か、または、戦争勲章を所持し
ているか否かに関する説明等々多様な内容を記載する必要があっ
た22。そして、申請を受けた上級地方裁判所長官は、弁護士会会
長および申請者の居住地を管轄する（秘密）国家警察から申請者
の人物について意見を聞かなくてはならないとされた23。
　ユダヤ人法的助言者の諸義務についても上記の「帝国司法省一
般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」は規定している。
　例えば、ユダヤ人法的助言者は、認可後遅滞なく、営業が認め
られた地に事務所を設置しなければならなかった24。そして「ユ
ダヤ人法的助言者の職業名称および表札に関する一般指令（1938
年12月 9 日）（Allgemeine Verfügung über Berufsbezeichnung 
und Schild der jüdischen Konsulenten）25」によると、認可され
たユダヤ人法的助言者は、表札、便箋、名刺等には明瞭に認識で
きる文字で、「ユダヤ人の法的助言および代理に関してのみ認可」
と付け加えなければならないとされた。そしてその文字は姓名と
職業名称と同様の大きさでなければならなかったのである。
　ユダヤ人法的助言者は、職業上の交渉をなす際には常に帝国司
法省が定める職業名称を使用し、完全な姓名26を用い、ユダヤ人
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登録証を携帯しなければならなかった27。彼らは法服を着ること
ができず、裁判所の弁護士室に入ることを拒否された。そのため、
上着を別の場所に置かなければならなかったのである。そして、
審理が始まる前には、裁判官席に赴き「私はユダヤ人で、ここに
私のユダヤ人登録証を提示します。私のユダヤ人登録番号は…」
と明言しなければならなかった28。
　また、1941年 9 月からは、「ユダヤ人の識別に係る警察命令（1941
年 9 月 1 日 ）（Polizeiverordnung über die Kennzeichnung der 
Juden vom 1. September 1941）」により、「ユダヤの星」を身に
付けることが義務付けられた29。
　さらに、ユダヤ人法的助言者は、依頼を引き受ける前に、依頼
人のユダヤ人登録証やユダヤ企業の登録簿を見て、依頼人が「帝
国市民法第 5 命令」10条の条件を満たしていること（すなわち、
ユダヤ人またはユダヤ系企業・団体であること）を確認する義務
があった30。
　加えて、ユダヤ人法的助言者は、ドイツまたはそれに類する血
統に属する女性を事務員として雇う場合には、45歳以上でなけれ
ばならなかった31。この規定は、ユダヤ人が45歳未満のドイツま
たはそれに類する血統に属するドイツ国籍の女性を家庭で雇うこ
とを禁じている「ドイツ人の血と名誉を守るための法律（Gesetz 
zum Schutze des deutschen Blutes und der deutschen Ehre）32
（1935年 9 月15日制定）」 3 条の影響を受けていると考えられる。
　「第 5 命令」の 9 条 1 項において「必要」とされるユダヤ
人法的助言者の見込み数は、「1938年10月17日帝国司法省告
示 － ユ ダ ヤ 人 法 的 助 言 者 の 営 業 地（Bekanntmachung des 
RJM. v. 17.Oktober 1938- Niederlassungsorte der jüdischen 
Konsulenten）33」の中で上級地方裁判所管区ごとに詳述されて
いる34。合計して172名のユダヤ人法的助言者がドイツ帝国全土
において認可され、その数は排除される以前に認可されていたユ
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ダヤ人弁護士のほぼ10分の 1 であった。
　「第 5 命令」の10条および11条は、ユダヤ人法的助言者の業務
範囲および権限について記している。
　10条： ユダヤ人法的助言者は、ユダヤ人ならびにユダヤ系商店、
ユダヤ系団体・財団・施設およびその他のユダヤ系企業
の法律問題のみを業として取り扱うことが認められる。
ユダヤ人法的助言者は、とりわけこれらに対してのみ法
的助言および法廷内または法廷外の代理ならびに債権の
回収をなすことが認められる。
　11条
　 1 項： ユダヤ人法的助言者に対しては、営業のためのしかるべ
き地域があてがわれる。支所の運営、事務所外での相談
（auswärtige Sprechtag）または他所におけるそれに類
した常設施設の運用に関しては、司法行政機関が詳細を
定める。
　 2 項： 法律問題の取り扱いが認められている限りにおいてユダ
ヤ人法的助言者は、司法行政機関によって定められた地
域におけるあらゆる裁判所および行政官庁ならびにこれ
らの上位に当たるあらゆる裁判所および官庁において活
動し、代理人として――依頼人の相手方に対しても――
活動することができる。このことが重要であるのは、弁
護士が、訴訟手続が係争中の裁判所において認可された
場合、その者はその訴訟手続に関してのみ活動すること
が認められているからである。その他の制限的な諸規定
が存在する場合は、この規定が準用される。
　 3 項： その他の点において、ユダヤ人法的助言者の職業活動は、
地域的制限を受けない。
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　ユダヤ人法的助言者が、ユダヤ人およびユダヤ系企業・団体等
に対してのみ法的助言・代理等をなすことが認められることを明
記しているのがこの10条である。興味深いのは、彼らの権限につ
いて規定している11条である。11条 2 項によると、ユダヤ人法的
助言者の権限は、正式なドイツ人弁護士と同等であるのみならず、
「上位に当たるあらゆる裁判所および官庁」における活動にまで
及んでいる35。通常のドイツ人弁護士には、基本的に認可された
裁判所管区における地方および区裁判所のみにおいて活動できる
という「分属制（Lokalisierung）」の原則が適用され、上級地方
裁判所の認可を受けた弁護士は、その他の裁判所における活動認
可を同時に受けられないことになっていた36。ユダヤ人法的助言
者に分属制が適用されなかった理由としては、ユダヤ人法的助言
者を可能な限り少なくするためであったと考えられる37。
　ただし、彼らの刑事弁護の領域における活動について異議を
唱え、その活動領域を狭めることを要求する者も少なくなかっ
た。例えば、ナチスの顧問弁護士であり、後に民族裁判所長官と
なったローラント・フライスラー（Roland Freisler）は、国家反
逆罪の弁護からユダヤ人法的助言者を排除すべきであると主張
し、帝国弁護士会会長のラインハルト・ノイベルト（Reinhard 
Neubert）は、人種恥辱罪、外国為替取引に関する犯罪、租税法
に関する犯罪、さらには、機密事項および「卑劣行為38」に起因
するあらゆる刑事訴訟手続からユダヤ人法的助言者を除くことを
要求したのである39。
　「第 5 命令」の13条はユダヤ人法的助言者の監督について定め
ている。
　13条： ユダヤ人法的助言者は、司法行政機関の監督下に置かれる。
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　監督の詳細は、「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の
要件」 4 条に規定されており、具体的には、ユダヤ人法的助言者
が開業している地域を管轄する地方裁判所長官が監督責任を負っ
ていた。そしてユダヤ人法的助言者は、地方裁判所長官またはそ
の委任を受けた官吏に対して、担当した案件について記した記録
簿およびその他すべての書類・書籍を閲覧のために供しなければ
ならなかった40。
　また、ユダヤ人法的助言者の業務執行に問題があった場合に
は、監督官庁はユダヤ人法的助言者に対して、そのことを叱責し、
適切な処置を執ることを勧告し、ユダヤ人法的助言者に義務違反
があった場合には、その執行の取り消しをなす権限を有してい 
た41。
　地方裁判所長官はさらに、ユダヤ人法的助言者が副業をなすこ
と、また、法的資格を有する補助員を雇用することについての可
否を決定することができた42。
　さらに、代行者を有していないユダヤ人法的助言者は、 1 週間
以上休業したり事業地を離れたりする予定がある場合、遅滞なく
地方裁判所長官に届け出なくてはならなかった。休業等が 1 ヶ月
以上に亘る場合、地方裁判所長官には上級地方裁判所長官に報告
する義務があった43。
　「第 5 命令」の 5 条および14条は、排除された元ユダヤ人弁護
士に対する生活助成金およびユダヤ人法的助言者の報酬について
規定している。
　 5 条： 本法に基づいて弁護士職から排除されたユダヤ人であり、
前線で戦った兵士である者には、困窮し、かつ、それに
値すると認められた場合には、ユダヤ人法的助言者の収
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入の中から、生活助成金が与えられる。ただし、当該助
成金は随時撤回可能である。
　　　　 本法に基づいて弁護士職から排除されたユダヤ人であり、
1914年 8 月 1 日から弁護士名簿に掲載されているその他
の者にも、同じ条件であれば、この種の生活助成金が与
えられる。
　14条
　 1 項： ユダヤ人法的助言者は、自らの氏名によって、ただし、
帝国司法省が定めた清算局（Ausgleichsstelle）のため
の代金として、帝国法・州法が定めた弁護士報酬規定に
準じて、手数料および出費を依頼者から徴収する。費用
負担義務があるユダヤ人依頼人の相手方は、弁護士費用
と同様の方法で、これらの費用を弁済しなければならない。
　 2 項： ユダヤ人法的助言者には、その職業活動に対する報酬お
よび事務所維持の補償として――旅行等に必要な現金支
出の弁済を含めて――、その職業活動から生じた手数料
の一部が割当金として残される。
　 3 項： 清算局に入金された金額から、本法 5 条に規定された生
活助成金が支払われる。
　 4 項：詳細については、一般行政指令が規定する。
　「第 5 命令」により弁護士職から排除されたユダヤ人に対して、
困窮に陥った場合、申請により生活助成金を受け取る可能性があ
ることを規定したのが当該命令の 5 条である。対象は「前線で戦っ
た兵士」および1914年 8 月 1 日44時点で弁護士リストに名前が登
録されていたいわゆる「老年弁護士（Altanwälte）」であった。
　ユダヤ人に対する当該生活助成金を捻出するために清算局が置
かれ、ユダヤ人法的助言者が職業活動により得た金銭が一端そこ
にプールされ、一部は生活助成金の原資となり、残りがユダヤ人
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法的助言者に報酬として支払われるというシステムが構築された。
　この 5 条と14条について詳細に規定しているのが、「1938
年10月13日帝国司法省一般指令－帝国市民法第 5 命令第 5 条
お よ び 第14条 に 係 る 施 行 規 則（AV. d. RJM. v. 13. Oktober. 
1938- Durchführungsbestimmungen zu §§ 5  und 14 der 5. 
Verordnung zum Reichsbürgergesetz）45」である。
　当該施行規則は、清算局を帝国弁護士会（Reichs-Rechtsanwalts- 
kammer）に置くことを規定している（ 1 条）46。ユダヤ人法的
助言者が自らの報酬として手元に残すことが許されたのは、彼ら
が職務遂行の際に立て替えた諸費用、事務所維持のための支出総
額、さらに、彼らが得た収入の一部であった。すなわち、月の収
入が300ライヒスマルク（RM）以下の者にはその90%、月300－
500RM以下の者にはその70%、月500－1，000RM以下の者にはそ
の50%、月の収入が1，000RMを越える者にはその30%がユダヤ人
法的助言者自身の報酬として認められた（ 2 条 1 項）。つまり、
自らが稼いだ金銭の最大70%を元ユダヤ人弁護士の生活助成金の
原資として清算局に差し出さねばならなかったのである。ユダヤ
人法的助言者は、月末日から10日以内に前月の決算書を提出し、
自らの報酬を除いた超過額を清算局に支払わねばならなかった（ 2
条 2 項）47。
　生活助成金を願い出るユダヤ人元弁護士は、その者が弁護士と
して最後に所属していた弁護士会の会長に申請書を提出し、申請
書には自らの経済状況について詳細に述べるべきものとされた。
各弁護士会会長は、申請者が困窮し、それに値しているかを調査
し、地方裁判所長官および管区警察署から意見を聞いた後に、必
要書類を添付して清算局に報告するよう規定されている（ 3 条 1
項）。
　申請者に対して認められる生活助成金の額は、独身者に対し
て最高で月200RM、既婚者、未亡人、離婚者に対して最高で月
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250RMであり（ 3 条 2 項）、16歳未満の子 1 人に対して月10RM
が付加された（ 3 条 3 項）。生活助成金を受給している元弁護士
が死去した場合は、その未亡人または嫡出の子孫が、死亡した次
の月まで助成金を受け取ることができると規定されている（ 3 条
5 項）48。ハンブルクの元弁護士たちは実際、月額170－250RM
の生活助成金を得ていたようである49。
　ユダヤ人法的助言者の活動の中心は、移住を希望するユダヤ人
に対する法的助言にあった。ほとんどではないものの多くのユダ
ヤ人は経済的に困窮しており、査証をもっていて移住が可能な者
は、その財産の一部でも外国に持ち出そうとしたのである。しか
し、そのためには、税務署および外貨管理局ならびに企業や土地
のアーリア化に協力している諸官庁との長期にわたる交渉が必要
であった。そしてそのためには、ユダヤ人法的助言者による法的
助言や代理が幾度にもわたって不可欠であったのである。財産の
換金が完了する前に、移住が可能となった者に対しては、ユダヤ
人法的助言者が、移住したユダヤ人の代理人または不在者財産管
理人となって業務を遂行した50。
　このように重要な役割を果たしたユダヤ人法的助言者ではあっ
たが、ナチスの「強制移送」から逃れることはできなかった。
　1941年10月14日にはユダヤ人に対する強制収容所への移送命令
が出され、同年10月23日にはユダヤ人の国外移住が原則として禁
止された。その翌日の24日には 5 万人のユダヤ人の「退去」が命
じられた。
　当初、ユダヤ人法的助言者は強制退去から免除されたが、長続
きはせず、結果として、ドイツ人と「混合婚」をしていないユダ
ヤ人法的助言者の大多数は強制移送と殺害から逃れることはでき
なかったのである。
　不完全な資料によってしか確認できないが、ベルリンで活動し
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たユダヤ人法的助言者のうち、絶滅収容所等に送られたのが19人
で、そのうち 1 人を除いて収容所で殺害された。強制移送を目前
にして自死したのが 2 人、ドイツから脱出できたのが11人、 6 人
はベルリンで生き残り、その内の 4 人はユダヤ人法的助言者とし
て1945年 4 月まで働いていた51。ハンブルクでは、19人のユダヤ
人法的助言者のうち、ドイツ国内で生き残ったのは 4 人のみであっ
た。8 人は他国に移住したが、6 人は絶滅収容所の犠牲となった。
1 人は妻とともに自死した52。
おわりに
　以上、ユダヤ人法的助言者が生まれるまでの沿革・背景および
ユダヤ人法的助言者に関する諸規定を見てきた。
　上述したノアックは、「ドイツ弁護士職の脱ユダヤ化（Die 
Entjudung der deutschen Anwaltschaft）」と題する論文の中で、
1938年 1 月 1 日の段階でさえなお、ドイツ弁護士職の10%がユダ
ヤ人である状況を嘆いて「10人の弁護士のうち 1 人がユダヤ人で
ある！このような事実を表現するのには一つの言葉しかない、『耐
えがたい！』53」と述べている。
　ノアックは次のように述べる。ユダヤ人が全身全霊をあげて入
り込もうとした、そして入り込んでいる職業が二つある。それは
医師職と弁護士職である。その理由は、それらが「信頼職」だか
らである。医師を最後の助けの綱と考える病人は、精神的にも医
師に頼るようになる。そして、病人は医師に最大限に心を開き、
そのことをとおして医師は患者の内面生活や精神生活に侵入する
のである。
　弁護士の場合も同様である。権利を奪われ、法的闘争において
一人ではあまりにも心細いと感じている依頼者は、弁護士の助け
と支援と力を必要とするのである。依頼者は弁護士に助けを求め、
彼に寄りかかり、喜んで心を開くのである。そのことをユダヤ人
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は見抜いていた。医師や弁護士という信頼を受ける立場を利用し
て、ユダヤ人は移住先の民族の精神生活に侵入し、破壊的で堕落
的な影響を及ぼし、ユダヤの野卑文化およびユダヤの毒寄生虫を
受け入れさせようと試みたのである54。
　ナチスは弁護士職をユダヤ人侵入の際の橋頭堡の一つとみなし、
ドイツ人の精神を守るためには弁護士職の脱ユダヤ化が必須だと
考えた。そして、ドイツ人をユダヤ人弁護士が弁護することのみ
ならず、ユダヤ人をドイツ人弁護士が弁護することも党の原則に
照らして相応しくないと考えていたのである。
　ノアックは上述論文のまとめとして次のように述べる。「ドイ
ツの国民同胞にはドイツ人の法保護者を！ユダヤ人にはユダヤ人
法的助言者を！」55。
　ノイベルトも1939年の『帝国弁護士会会報』のなかで同趣旨の
ことを述べている。「ユダヤ人弁護士の排除によって…弁護士職
は異質な影響から解放され、それにより、国民社会主義国家にお
ける任務を遂行する準備が整ったのである56。」
　このように、ナチスの世界観を実現するためには、ユダヤ人弁
護士の排除が不可欠であり、必然的に彼らは主要な迫害対象となっ
た。
　ただし一方で、職がなくて困っていたドイツ人弁護士会などは
ユダヤ人弁護士を排除することによって、自分たちの仕事を増や
そうと考えていた事実も存在する。ナチスと弁護士会は、ともに
ユダヤ人弁護士を排除したが、その目的が完全に一致していたと
は言えないのである。このような利害対立もあったことを示すこ
とをもって論を閉じたいと思う。
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1 プロイセンでは、フリードリヒ2世が1780年に弁護士職を完全に廃
止し、その代わりに官吏である司法補助官（Assistenzräte）と司法委
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弁護士を官吏化した。（Tillmann Krach, Eine kleine Geschichte der 
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と略す。）
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8 RGBl.1933 I S.188.
9 Morisse, a.a.O., S.18.
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20 JW, 1938, S.2798.
21 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」2条3項。（JW, 
1938, S.2798.）
22 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」2条4項a）,b）,c）,d）。
（JW, 1938, S.2798.）
23 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」2条8項。（JW, 
1938, S.2799.）
24 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」3条a）。（JW, 1938, 
S.2799.）
25 Deutsche Justiz, 1938, S.1974.
78
26 1938年8月17日の「姓名変更法第2施行令（Zweite Verordnung zur 
Durchführung des Gesetzes über die Änderung von Familiennamen 
und Vornamen）」の1条1項は、ユダヤ人に対して、内務大臣が作成し
た「名の使用に関する方針」に記載されている名のみを名乗ることが
許されるとし、2条1項は、そのような名を有していないユダヤ人は、
1939年1月1日以降、さらなる名を付加しなければならないと規定して
いる。男性ならばイスラエル、女性ならばザラという名を付けるべき
ものとされた。（RGBl.1938 I S.1044.）これは、ユダヤ人の判別を容易
にするためである。
27 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」3条d）。（JW, 1938, 
S.2799.）
28 Krach, Preußen, S.398.
29 1条1項：6歳以上のユダヤ人には、ユダヤの星を付けずに公の場に出る
こと禁じる。1条2項：ユダヤの星とは、手のひら大の大きさで、黄色
の布地に黒の縁取りをした六芒星形であって、黒の文字で「ユダヤ人」
と書かれたものを指す。その星は、目立つように衣服の左胸にしっか
りと縫い付けられねばならない。（RGBl.1941 I S.547.）
30 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」3条e）。（JW, 1938, 
S.2799.）
31 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」3条g）。（JW, 1938, 
S.2799.）
32 RGBl.1935 I S.1146-1147.
33 JW, 1938, S.2802.
34 バンベルク上級地方裁判所管区3名、ベルリン上級地方裁判所管区49名、
ブレスラウ上級地方裁判所管区14名、ツェレ上級地方裁判所管区3名、
ダルムシュタット上級地方裁判所管区3名、ドレスデン上級地方裁判所
管区11名、デュッセルドルフ上級地方裁判所管区6名、フランクフルト
上級地方裁判所管区5名、ハンブルク上級地方裁判所管区8名、ハム上
級地方裁判所管区7名、イエナ上級地方裁判所管区2名、カールスルー
エ上級地方裁判所管区10名、カッセル上級地方裁判所管区2名、キール
上級地方裁判所管区2名、ケルン上級地方裁判所管区11名、ケーニヒス
ベルク上級地方裁判所管区6名、ミュンヘン上級地方裁判所管区6名、
ナウムブルク上級地方裁判所管区6名、ニュルンベルク上級地方裁判所
管区5名、ロシュトック上級地方裁判所管区1名、シュテッティン上級
地方裁判所管区2名、シュトュットガルト上級地方裁判所管区7名、ツヴァ
79
イブリュッケン上級地方裁判所管区3名（JW, 1938, S.2802-2803）.
35 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」4条1項は、上級地
方裁判所長官がユダヤ人法的助言者に対して、そのような権限がある
ことを教えなくてはならないと規定している。（JW, 1938, S.2800.）
36 「帝国弁護士法（Reichs-Rechtsanwaltsordnung）」18条1項および20条1
項を参照。（RGBl. 1936 I S. 108-109.）
37 Krach, Preußen, S.398.
38 「卑劣行為」とは、「国家と党に対する卑劣な攻撃に対抗し、党の制服
を防衛するための法」（Gesetz gegen heimtückische Angriffe auf Staat 
und Partei und zum Schutz der Parteiuniformen vom 20.12.1934 （RGBl. 
1934 I S. 1269.））に違反する行為を意味する。
39 Krach, Preußen, S.398.
40 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」4条2項。（JW, 
1938, S.2800.）
41 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」4条2項。（JW, 
1938, S.2800.）
42 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」4条3項。（JW, 
1938, S.2800.）
43 「帝国司法省一般指令－ユダヤ人法的助言者の要件」5条1項。（JW, 
1938, S.2800.）
44 当日、ドイツはロシアに対して宣戦布告し、ドイツにとっての第一次
世界大戦が開始された。
45 JW, 1938, S.2797-2798.
46 Ebenda, S.2797.
47 Ebenda, S.2797.
48 Ebenda, S.2798.
49 Morisse,a.a.O., S.63.
50 Ebenda, S.61.
51 Krach, Preußen, S.400-402.
52 Morisse,a.a.O., S.65.
53 Noack, a.a.O., S.2796-2797.
54 Ebenda, S.2796.
55 Ebenda, S.2796.
56 Reinhard Neubert, Zum neuen Jahre!, Mitteilungen der Reichs-
Rechtsanwaltskammer, 1939, S.1.
